
東アジア地域の包括的経済連携（RCEP）協定の経

済効果に関するシミュレーション分析 

――日本における都道府県別・業種別の経済効果――

熊谷聡・早川和伸 

No.155 2021.12.6 

 環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（CPTPP）など既存の自由貿易協

定によって、2030年時点において現在よりも経済が成長する地域、後退する地域が生じる可

能性がある。

 東アジア地域の包括的経済連携（RCEP）協定の発効は全地域の経済にプラスに働き、北陸、近

畿、中国地方で相対的に大きな効果を生み出す。とくに和歌山、福井、岡山、山口の各県で経

済効果が大きい。

 業種別では、繊維・衣料、その他製造業に対する経済効果が相対的に大きい。

2022 年 1 月 1 日、東アジア地域の包括的経

済連携（RCEP）協定が少なくとも 9 カ国で発効

することとなった。2020 年 11 月に署名されて

から 1 年、ついに東アジア、東南アジア、オセ

アニアをカバーするメガ自由貿易協定（FTA）の
誕生である。

本レポートでは、RCEP 協定の経済効果につい

て、国内県別に試算した。これまでにも RCEP 協

定の経済効果については、いくつかの試算が公

表されてきた。著者ら自身も 2021 年 3 月にポ

リシーブリーフ No. 143 にて国別の試算を公表

した。今回は、一部改善された関税データベー

スを用いながら、日本に焦点を当てたシミュレ

ーション結果を紹介したい。

シミュレーションには、アジア経済研究所の

経済地理シミュレーションモデル（IDE-GSM）

を用いる。効果が量的に曖昧な非関税分野には

触れず、関税分野における効果に限定して、そ

の経済効果を試算する。

我々の試算の特徴を 2 点挙げたい。第一に、

県別・業種別に試算結果を提示する。第二に、

「環太平洋パートナーシップに関する包括的及

び先進的な協定（CPTPP）」を始め、既存の FTA
により決められた関税削減スケジュールを組み

込んだうえで、RCEP 協定の経済効果を試算す

る。この処理は RCEP 協定の経済効果を過大評

1 IDE-GSM では関税・非関税障壁・輸送費など広義の貿易費用を変更することにより、財の需給や価格、人口や産業集

積の変化を通じて各国・各地域の GDP が変わってくる。モデルやパラメータの詳細は、熊谷・磯野（2015）を参照。 

価することを防ぐことになり、前回のポリシー

ブリーフ No. 143では十分にされていなかった。 

シミュレーション・モデル

IDE-GSM は、企業レベルでの規模の経済を前

提とした空間経済学に基づく計算可能な一般均

衡（CGE）モデルの一種である 1。IDE-GSM は

169 カ国をカバーし、うち日本を含む 103 カ国

では国よりも細かい行政区分での分析が可能と

なっている。2007 年よりアジア経済研究所で開

発が進められ、国際的なインフラ開発の経済効

果分析などに利用されてきた。

IDE-GSM には、世界における 2019 年時点の

関税率が組み込まれている。当該関税率には、

既存の FTA 税率や一般特恵関税率等も反映され

ている。さらに、RCEP 協定メンバー国間で過去

に結ばれた FTA については、将来の関税削減ス

ケジュールも一部組み込んでいる。具体的には、

中韓 FTA における中国側、韓国側のスケジュー

ル、日本が結ぶすべての FTA の日本側スケジュ

ール、CPTPP におけるオーストラリア、マレー

シア、ニュージーランド、ベトナムのスケジュ

ール、ASEAN・オーストラリア・ニュージーラ

ンド FTA におけるインドネシア、カンボジア、

ラオス、ミャンマー、フィリピン、タイ、ベト

ナムのスケジュール、そして日 ASEAN 経済連携
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協定におけるカンボジア、ラオス、ミャンマー

のスケジュールである 2。 
また CPTPP については、未だ発効していない

ブルネイ、チリ、マレーシアにおいても、2022
年に発効すると仮定した。そのうえで、協定書

にある各国の関税削減完了予定年に、全品目で

メンバー間の関税率がゼロになると想定し、

2019 年から比例的に関税が低下していくと想

定した。 
以上のように、既存の FTA によって将来予定

されている関税削減スケジュールが組み込まれ

ているため、RCEP 協定の有無にかかわらず、シ

ミュレーション・モデル内で経済は動いていく。

さらに国レベルでは、将来の人口は国連人口部

の中位推計と合致するように調整されている。  
RCEP 協定が存在しないときに実現する、

2030 年時点の経済状況を確認しよう。図 1 は、

2021 年から 2030 年にかけて県別 GDP 成長率

を示している。北関東、甲信越、北陸、東海、

および近畿や中国地方の一部において、GDP の

成長が期待される。そして人口流入の効果もあ

り、東京都が最も大きな成長を遂げることも示

されている。その一方で、北海道や九州南部な

ど、東京―大阪を日本の中心とした場合の周縁

部となる地域で負の成長が予想される。これら

の地域では一人あたり所得は緩やかに成長する

ものの、人口減少率がそれを上回るため、県レ

ベルでの経済規模が縮小することが予想されて

いる。 
 
シミュレーション結果 

それでは 2022 年に RCEP 協定が発効するこ

との経済効果をみてみよう。RCEP 協定書に記載

されている各国の関税削減スケジュールをデー

タに組み込み、既存の関税率よりも低ければ

RCEP 協定税率が用いられるとする。この比較は

関税番号 6 桁レベルで行った。 
 

 
図 1. RCEP 協定が存在しないときに実現する 2030 年時点の県別 GDP（2021 年時点との比較） 

 
（出所）IDE-GSM を用いて筆者らにより試算。  

                                                   
2 さらにベトナムと EU、ベトナムとイギリスの間の関税率も、ベトナム側で 2030 年、EU・イギリス側で 2027 年に関

税率がゼロとなるように、段階的に削減されていくように設定している。 
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図 2. RCEP 協定発効の県別 GDP に対する効果（2030 年、図１を基準にしたときの押上げ分） 

 

（出所）IDE-GSM を用いて筆者らにより試算。 
 

図 2 では、2030 年時点の県別 GDP について、

RCEP 協定税率が利用可能なときと、そうでない

ときの差を示している。いずれの県も正の効果

を受けることが分かる。図 1 において、一部の

県では 2030 年時点の GDP が 2021 年に比べて

成長していることが示されていた。そういった

県では、RCEP 協定の発効により、成長の程度が

さらに高まる。一方、2021 年に比べて経済が後

退することが示されていた県では、RCEP 協定の

発効によって後退が避けられる見込みとなる。  
RCEP 協定で最も重要な視点は、これが日本・

中国、日本・韓国の間での初めての FTA となる

点である。そのため、これらの国の間の貿易に

おいて RCEP 協定による関税削減幅が大きくな

り、その結果、貿易創出効果も大きくなる。と

くに経済規模の観点から中国との貿易創出効果  
 

 
が、日本経済に与える影響において決定的であ

る。さらに、RCEP 協定による日本から中国への

輸出時の関税率削減幅は、農業を除くと、繊維・

衣料およびその他製造業において相対的に大き

い。そのため、これらの産業シェアが大きい県

で経済効果が相対的に大きくなる。  
 表 1 では、県別・業種別の経済効果が示され

ている。上述のとおり、繊維・衣料およびその

他製造業において相対的に高い経済成長率を示

している。この成長を支えるために、背後では

労働力の産業間移動が起きている。とくに、も

ともと低率であることにより相対的に関税削減

の幅が小さい電子・電機からのシフトが起きて

いる。そのため電子・電機は低い、もしくは負

の成長率を示している。電子・電機の縮小は、

大都市に近いほど大きくなっている。  
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表 1. RCEP 協定発効の県別業種別 GDP に対する効果（2030 年、図１を基準にしたときの押上げ分） 

 
（出所）IDE-GSM を用いて筆者らにより試算。 

  

農業 鉱業 食品加工 繊維・衣料 電子・電機 自動車 その他製造業 サービス業 実質GDP
和歌山 0.12% 0.01% 1.22% 8.92% -0.10% 0.40% 1.95% 0.47% 0.93%
福井 0.12% 0.02% 1.22% 8.89% -0.06% 0.41% 1.94% 0.48% 0.88%
岡山 0.12% 0.01% 1.22% 8.87% -0.06% 0.41% 1.95% 0.48% 0.86%
山口 0.12% 0.01% 1.25% 8.92% 0.02% 0.41% 1.95% 0.48% 0.84%
滋賀 0.12% 0.02% 1.23% 8.96% -0.08% 0.41% 1.96% 0.48% 0.83%
富山 0.12% 0.02% 1.21% 8.82% -0.02% 0.41% 1.93% 0.48% 0.81%
岐阜 0.12% 0.02% 1.23% 8.96% -0.07% 0.41% 1.95% 0.48% 0.79%
茨城 0.12% 0.01% 1.20% 8.85% 0.07% 0.41% 1.93% 0.48% 0.78%
石川 0.12% 0.02% 1.22% 8.85% -0.04% 0.41% 1.94% 0.48% 0.77%
愛媛 0.12% 0.01% 1.24% 8.83% -0.01% 0.41% 1.93% 0.48% 0.74%
香川 0.12% 0.01% 1.23% 8.87% -0.06% 0.41% 1.94% 0.48% 0.73%
栃木 0.12% 0.02% 1.21% 8.85% 0.08% 0.41% 1.94% 0.49% 0.73%
兵庫 0.12% 0.02% 1.24% 8.94% -0.08% 0.42% 1.96% 0.49% 0.73%
群馬 0.12% 0.02% 1.21% 8.85% 0.06% 0.41% 1.94% 0.49% 0.72%
徳島 0.12% 0.02% 1.23% 8.90% -0.06% 0.41% 1.95% 0.49% 0.72%
奈良 0.12% 0.02% 1.24% 8.95% -0.08% 0.42% 1.96% 0.49% 0.72%
広島 0.12% 0.02% 1.24% 8.84% -0.02% 0.41% 1.95% 0.49% 0.71%
静岡 0.12% 0.02% 1.22% 8.90% -0.03% 0.42% 1.95% 0.49% 0.71%
愛知 0.12% 0.02% 1.24% 9.01% -0.06% 0.42% 1.96% 0.49% 0.70%
千葉 0.12% 0.02% 1.21% 8.86% 0.04% 0.41% 1.94% 0.48% 0.69%
佐賀 0.12% 0.01% 1.27% 8.92% 0.12% 0.42% 1.96% 0.49% 0.69%
山形 0.12% 0.01% 1.19% 8.70% 0.22% 0.41% 1.92% 0.49% 0.69%
福島 0.12% 0.02% 1.20% 8.75% 0.17% 0.41% 1.93% 0.49% 0.69%
京都 0.12% 0.02% 1.24% 8.97% -0.07% 0.42% 1.96% 0.49% 0.69%
大阪 0.12% 0.02% 1.24% 8.95% -0.08% 0.42% 1.96% 0.49% 0.68%
埼玉 0.12% 0.02% 1.21% 8.87% 0.04% 0.41% 1.94% 0.49% 0.68%
新潟 0.12% 0.02% 1.19% 8.71% 0.10% 0.41% 1.92% 0.49% 0.67%
大分 0.12% 0.01% 1.26% 8.91% 0.12% 0.42% 1.96% 0.49% 0.67%
神奈川 0.12% 0.02% 1.22% 8.87% 0.01% 0.41% 1.94% 0.49% 0.66%
三重 0.12% 0.02% 1.24% 8.99% -0.06% 0.42% 1.96% 0.50% 0.66%
山梨 0.12% 0.02% 1.21% 8.84% 0.02% 0.42% 1.94% 0.49% 0.65%
島根 0.12% 0.02% 1.23% 8.82% -0.02% 0.42% 1.94% 0.49% 0.63%
岩手 0.12% 0.01% 1.18% 8.61% 0.33% 0.41% 1.91% 0.49% 0.63%
福岡 0.12% 0.02% 1.28% 8.95% 0.10% 0.42% 1.97% 0.49% 0.63%
宮崎 0.12% 0.01% 1.26% 8.83% 0.24% 0.42% 1.95% 0.49% 0.62%
宮城 0.12% 0.01% 1.19% 8.70% 0.21% 0.41% 1.92% 0.49% 0.61%
長崎 0.12% 0.01% 1.27% 8.88% 0.17% 0.42% 1.96% 0.49% 0.61%
熊本 0.12% 0.02% 1.27% 8.90% 0.15% 0.42% 1.96% 0.50% 0.61%
秋田 0.12% 0.01% 1.17% 8.56% 0.31% 0.41% 1.90% 0.49% 0.61%
鳥取 0.12% 0.02% 1.24% 8.87% -0.04% 0.42% 1.96% 0.50% 0.61%
長野 0.12% 0.02% 1.21% 8.82% 0.04% 0.42% 1.94% 0.50% 0.59%
青森 0.12% 0.01% 1.16% 8.49% 0.43% 0.40% 1.90% 0.49% 0.59%
高知 0.12% 0.01% 1.23% 8.83% -0.02% 0.42% 1.94% 0.49% 0.58%
鹿児島 0.12% 0.01% 1.26% 8.84% 0.24% 0.42% 1.95% 0.50% 0.57%
北海道 0.11% 0.01% 1.12% 8.20% 0.84% 0.40% 1.88% 0.49% 0.57%
東京 0.13% 0.02% 1.22% 8.88% 0.02% 0.42% 1.94% 0.49% 0.56%
沖縄 0.11% 0.01% 1.20% 8.42% 1.26% 0.41% 1.92% 0.50% 0.54%
全国 0.12% 0.02% 1.22% 8.87% 0.03% 0.42% 1.95% 0.49% 0.66%



 

本報告の内容や意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式見解を示すものではありません 

©2021 執筆者 

 

新型コロナウイルスの世界経済への影響:IDE-GSM

による分析 

熊谷 聡・後閑利隆・磯野生茂・早川和

伸・ケオラ・スックニラン 

No.XX 2020.0X.X No.155 RCEP 協定の経済効果に関するシミュレーション分析 

 
地域別に細かく見ると、北陸、近畿、中国地

方で相対的に大きな効果が見込まれることが分

かる。とくに、和歌山、福井、岡山、山口の順

で経済効果が大きい。これらの成長はその他製

造業による貢献が大きい。和歌山では化学、石

油・石炭製品、一次金属、そしてはん用・生産

用・業務用機械、岡山では化学と一次金属、山

口では化学、石油・石炭製品、そして一次金属

における輸出拡大が期待される。また福井では、

化学産業に加え、繊維製品の輸出拡大も期待さ

れる。 
 
おわりに 

本レポートでは、RCEP 協定の経済効果を試算

した。すべての県で正の効果を受けることが示

されたが、これは来年以降、天からタダで降っ

てくるものではない。輸出企業が RCEP 協定税

率を利用することによって実現が期待されるも

のである。RCEP 協定による関税削減で最も大き

な正の効果を受けるのは日本である。この果実

をしっかり得るために、輸出促進、そして FTA
税率の利用促進を進めていく必要がある。  
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